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全国在宅医療会議 開催要綱 

 
 
 

１．目的 
  ○ 地域医療構想の実現と、地域包括ケアシステムの構築が喫緊の課題である中、

その成否の鍵を握るのは、両者の接点となる在宅医療である。今後、医療計画、

地域医療構想や地域支援事業により整備される在宅医療の提供体制を実効的

に機能させていかなければならない。 
 
○ 本会議は、在宅医療の推進という政策の達成に向け、在宅医療提供者、学術

関係者、行政が、それぞれの知見を相互に共有し、連携して実効的な活動をし

ていくための考え方を共有することを目的に開催するものである。 
 

 
２．協議事項 
 （１）在宅医療推進のための基本的な考え方について 
（２）在宅医療に関する調査研究の推進について 
（３）国民に対する普及啓発について  

 
 

３．構成員 
 （１）構成員は別紙のとおりとする。 
 （２）座長は、構成員の互選により選出する。座長は、座長代理を指名することが

できる。 
（３）座長は、必要に応じ、構成員以外の関係者の出席を求めることができる。 

 
 
４．運営 
 （１）会議の議事は、特に非公開とする旨の申し合わせを行った場合を除き、公開

とする。 
 （２）会議の庶務は、医政局地域医療計画課において行う。 
 （３）この要綱に定めるもののほか、会議の運営に関し、必要な事項は、座長が定

めることとする。 
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在宅医療推進のための基本的な考え方（案）について 
 
 １．背景 

○ 地域包括ケアシステムの構築が喫緊の課題であり、その成否の鍵を握

るのは在宅医療である。今後、医療計画、地域医療構想や地域支援事業

（在宅医療・介護連携推進事業）により整備される在宅医療の提供体制

を実効的に機能させていかなければならない。 
 
  ○ 国は、これまで、医療計画、地域医療構想、在宅医療・介護連携推進

事業や診療報酬等により、在宅医療の提供体制の構築に取り組んできた

が、一方で、 
① 国民に対して、在宅医療が生活の質の向上に資する具体的な効果を

必ずしも示すことはできてこなかった。 
② また、医療者側にいまだ存在する、在宅医療に対する固定観念や不

信感を払拭しきれていない。 
 
  ○ 在宅医療は、各地域で先駆的な医師等が牽引してきたため、サービス

提供者によって様々な考え方や手法が存在している。また、在宅医療の

多くが診療所を中心とした小規模な組織体制で提供され、かつ 24 時間対

応が求められる激務である。こうした背景から研究体制の確保が容易で

なく、全国組織としての連携も十分ではなかったため、治療効果等に関

する研究成果が体系的に蓄積、活用されていないとの指摘がある。 
 
  ○ 国民の多くは、人生の最期を自宅で迎えたいと考えていることが明ら

かとなっている。一方で、入院中の患者を対象とした調査では、大半が

入院治療の継続を希望し、在宅医療への転換を望む患者は少ないことが

分かっており、国民の視点に立った在宅医療の普及啓発を図り、国民の

理解を醸成していく必要がある。 
 
  ○ こうした中、在宅医療の推進に向け、在宅医療提供者、学術関係者、

行政のそれぞれの活動が大きく展開しているこの時機に、関係者が一体

となって、国民に対し適切なメッセージを発信していくことが重要であ

り、そのためには、関係者が一体となって対策を展開するための協力体

制を構築した上で、連携しながらエビデンスの蓄積を推進していかなけ

ればならない。 
・ 平成 27年に在宅医療の普及推進を目指す団体や学会等で組織する「日
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本在宅ケアアライアンス」が設立され、団体や学会による全国的な組

織連携の取組が加速している。 
・ 東京大学高齢社会総合研究機構等の研究機関においても、在宅医療

分野における活動を強化する事例が増加している。 
・ 制度の面では、平成 27 年の介護保険法改正により、すべての市区町

村が在宅医療・介護連携推進事業を実施することとされた。 
 
 
２．基本的な考え方（案）について 

 こうした背景のもと、本会議においては、以下の「在宅医療推進のた

めの基本的な考え方」を共有し、これに沿って、関係者がとるべき具体

的な対応について議論していくこととする。 
 
（１）在宅医療に係る対策を実効性のあるものとして推進するため、必要

な協力体制を構築し、関係者が一体となって対策を展開する。 
 

（２）在宅医療の普及の前提となる国民の理解を醸成するため、国民の視

点に立った在宅医療の普及啓発を図る。 
 

（３）エビデンスに基づいた在宅医療を推進するため、関係者の連携によ

るエビデンスの蓄積を推進する。 
 
 



在宅医療の現状

第 １ 回 全 国 在 宅 医 療 会 議

平 成 ２ ８ 年 ７ 月 ６ 日

参考

資料

２



1

在宅医療の提供体制



○入院医療機関と在宅医療
に係る機関との協働による
退院支援の実施

①退院支援

○ 在宅療養者の病状の急変時における緊急
往診体制及び入院病床の確保

③急変時の対応

②日常の療養支援

○ 多職種協働による患者や家族の生活を

支える観点からの医療の提供

○ 緩和ケアの提供

○ 家族への支援

○住み慣れた自宅や介護施設
等、患者が望む場所での看
取りの実施

④看取り

急変

○①～④の機能の確保にむけ、必要な連携を担う役割
・地域の関係者による協議の場の開催
・包括的かつ継続的な支援にむけた関係機関の調整
・関係機関の連携体制の構築 等

～ 「在宅医療の体制構築に係る指針」による在宅医療提供体制のイメージ ～

○①～④の機能の確保にむけ、積極的役割を担う
・自ら24時間対応体制の在宅医療を提供
・他医療機関の支援
・医療、介護の現場での多職種連携の支援

在宅医療において積極的役割を担う医療機関 在宅医療に必要な連携を担う拠点

・病院、診療所（歯科含む） ・薬局

・訪問看護事業所 ・居宅介護支援事業所

・地域包括支援センター

・短期入所サービス提供施設 等

医療計画には、各機能を担う

医療機関等の名称を記載

多職種連携を図りつつ、24時間体制で在宅医療を提供

○ 在宅医療の体制については、都道府県が策定する医療計画に、地域の実情を踏まえた課題や施策等を記載。
○ 国は「在宅医療の体制構築に係る指針」を提示し、都道府県が確保すべき機能等を示している。

在宅医療の体制について在宅医療の体制について

在宅医療の提供体制に求められる医療機能

・在宅療養支援診療所

・在宅療養支援病院 等

・医師会等関係団体

・保健所 ・市町村 等

圏域は、二次医療圏にこだわらず、
市町村単位や保健所圏域など、地域
の資源の状況に応じて弾力的に設定

2



体
制 退院支援 日常の療養支援 急変時の対応 看取り

目
標

●入院医療機関と、在宅医療に係る機関
の円滑な連携により、切れ目のない継続
的な医療体制を確保すること

●患者の疾患、重症度に応じた医療（緩和ケアを
含む）が多職種協働により、できる限り患者が
住み慣れた地域で継続的、包括的に提供され
ること

●在宅療養者の病状の急変時に対応できるよう、
在宅医療を担う病院・診療所、訪問看護事業
所及び入院機能を有する病院・診療所との円
滑な連携による診療体制を確保すること

●住み慣れた自宅や介護施設等、患者が望む
場所での看取りを行うことができる体制を確
保すること

関
係
機
関
の
例

●病院・診療所

●訪問看護事業所

●薬局

●居宅介護支援事業所

●地域包括支援センター

●在宅医療において積極的役割を担う医
療機関

●在宅医療に必要な連携を担う拠点
※病院・診療所には、歯科を標榜するものを含む。以下同じ。

●病院・診療所

●訪問看護事業所

●薬局

●居宅介護支援事業所

●地域包括支援センター

●介護老人保健施設

●短期入所サービス提供施設

●在宅医療において積極的役割を担う医療機関

●在宅医療に必要な連携を担う拠点

●病院・診療所

●訪問看護事業所

●薬局

●在宅医療において積極的役割を担う医療機関

●在宅医療に必要な連携を担う拠点

●病院・診療所

●訪問看護事業所

●薬局

●居宅介護支援事業所

●地域包括支援センター

●在宅医療において積極的役割を担う医療機
関

●在宅医療に必要な連携を担う拠点

求
め
ら
れ
る
事
項
（抄
）

【入院医療機関】

●退院支援の際には、患者の住み慣れた
地域に配慮した在宅医療及び介護資源
の調整を心がけること

【在宅医療に係る機関】

●在宅療養者のニーズに応じて、医療や介
護を包括的に提供できるよう調整すること

●高齢者のみでなく、小児や若年層の在宅
療養者に対する訪問診療、訪問看護、訪
問薬剤指導等にも対応できるような体制
を確保すること

【在宅医療に係る機関】

●相互の連携により、在宅療養者のニーズに対
応した医療や介護が包括的に提供される体制
を確保すること

●地域包括支援センター等と協働しつつ、療養に
必要な医療や介護、家族の負担軽減につなが
るサービスを適切に紹介すること

●医薬品や医療・衛生材料等の供給を円滑に行
うための体制を整備すること

【在宅医療に係る機関】

●病状急変時における連絡先をあらかじめ在宅
療養者やその家族に提示し、また、求めがあっ
た際に２４時間対応が可能な体制を確保するこ
と

●24時間対応が自院で難しい場合も、近隣の病
院や診療所、訪問看護事業所等との連携によ
り２４時間対応が可能な体制を確保すること

【入院医療機関】

●在宅療養支援病院、有床診療所等において、
連携している医療機関（特に無床診療所）が担
当する在宅療養者の病状が急変した際に、必
要に応じて一時受け入れを行うこと

●重症で対応できない場合は、他の適切な医療
機関と連携する体制を構築すること

【在宅医療に係る機関】

●終末期に出現する症状に対する患者や家族
の不安を解消し、患者が望む場所での看取り
を行うことができる体制を構築すること

●患者や家族に対して、自宅や住み慣れた地
域で受けられる医療及び介護や看取りに関
する適切な情報提供を行うこと

●介護施設等による看取りを必要に応じて支
援すること

【入院医療機関】

●在宅医療に係る機関で看取りに対応できな
い場合について、病院・有床診療所で必要に
応じて受け入れること

在宅医療の体制

3
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在宅医療の体制構築に係る指針（平成24年3月30日） 抜粋在宅医療の体制構築に係る指針（平成24年3月30日） 抜粋

（序文）
多くの国民が自宅等住み慣れた環境での療養を望んでいる。高齢になっても病気になっても自分らしい生活を支える在宅医療の提供体制を構築す
ることは、国民の生活の質の向上に資するものである。
また、超高齢社会を迎え、医療機関や介護保険施設等の受入れにも限界が生じることが予測される中で、在宅医療は慢性期及び回復期患者の受
け皿として、さらに看取りを含む医療提供体制の基盤の一つとして期待されている。 （後略）

第2 関係機関とその連携
１ 目指すべき方向
前記「第1 在宅医療の現状」を踏まえ、個々の役割や医療機能、それを満たす各関係機関、さらにそれら関係機関相互の連携により、在宅医療
が円滑に提供される体制を構築する。
(1) 円滑な在宅療養移行に向けての退院支援が可能な体制
① 入院医療機関と在宅医療に係る機関との協働による退院支援の実施
(2) 日常の療養支援が可能な体制
① 多職種協働により在宅療養者やその家族の生活を支える観点からの医療の提供
② 緩和ケアの提供
③ 家族への支援
(3) 急変時の対応が可能な体制
① 在宅療養者の病状急変時における往診体制及び入院病床の確保
(4) 患者が望む場所での看取りが可能な体制
① 住み慣れた自宅や介護施設等、患者が望む場所での看取りの実施

また、上記(1)から(4)の体制を構築するにあたり、地域における多職種連携を図りながら、24時間体制で在宅医療が提供されることが重要であ
る。こうした観点から、在宅医療において積極的役割を担う医療機関や在宅医療に必要な連携を担う拠点を医療計画に位置付けていくことが望ま
れる。

第3 構築の具体的な手順
１ 現状の把握
(3) 指標による現状把握
別表11に掲げるような、医療機能ごと及びストラクチャー・プロセス・アウトカムごとに分類された指標例により、地域の医療提供体制の現状
を客観的に把握し、医療計画に記載する。

２ 圏域の設定
(3) 圏域を設定するに当たって、在宅医療の場合、医療資源の整備状況や介護との連携のあり方が地域によって大きく変わることを勘案し、従
来の二次医療圏にこだわらず、できる限り急変時の対応体制（重症例を除く）や医療と介護の連携体制の構築が図られるよう、市町村単位や
保健所圏域等の地域の医療及び介護資源等の実情に応じて弾力的に設定する。



指標名
場面

単位
退院支援

日常の
療養支援

急変時の
対応

看取り

ス
ト
ラ
ク
チ
ャ
ー

在宅療養支援診療所数 ◎ ◎ ◎ ◎ （市区町村別）

在宅療養支援診療所（有床診療所）の病床数 ◎ ◎ ◎ ◎ 〃

在宅療養支援診療所で在宅医療に携わる医師数 ◎ ◎ ◎ ◎ 〃

在宅療養支援病院数 ◎ ◎ ◎ ◎ 〃

在宅療養支援病院の病床数 ◎ ◎ ◎ ◎ 〃

在宅療養支援病院で在宅医療に携わる医師数 ◎ ◎ ◎ ◎ 〃

在宅療養支援歯科診療所数 ◎ ◎ ◎ ◎ 〃

訪問看護事業所数 ◎ ◎ ◎ ◎ （都道府県別）

訪問看護ステーションの従業者数 ◎ ◎ ◎ ◎ 〃

24時間体制を取っている訪問看護ステーションの従業者数 ○ ○ ○ ○ （市区町村別）

麻薬小売業の免許を取得している薬局数 ◎ ◎ ◎ ◎ 〃

訪問薬剤指導を実施する薬局数 ◎ ◎ ◎ ◎ 〃

管理栄養士による訪問栄養指導を提供している事業所数 ○ ○ 〃

居宅療養管理指導を提供している管理栄養士数 ○ ○ 〃

歯科衛生士による訪問指導を提供している事業所数 ○ ○ 〃

居宅療養管理指導を提供している歯科衛生士数 ○ ○ 〃

訪問リハビリテーション事業所数 ◎ ◎ （都道府県別）

退院支援担当者を配置している診療所・病院数 ○ （市区町村別）

短期入所サービス（ショートステイ）事業所数 ○ 〃

在宅看取りを実施している診療所・病院数 ○ 〃

ターミナルケアに対応する訪問看護ステーション数 ○ 〃

看取りに対応する介護施設数 ○ 〃

プ
ロ
セ
ス

退院患者平均在院日数 ◎ （都道府県別）

訪問診療を受けた患者数 ○ （二次医療圏別）

往診を受けた患者数 ○ 〃

訪問歯科診療を受けた患者数 △ －

訪問看護利用者数 ○ （二次医療圏別）

訪問薬剤管理指導を受けた者の数 △ －

訪問栄養食事指導を受けた者の数 △ －

訪問歯科指導（歯科衛生士）を受けた者の数 △ －

小児（乳幼児、乳児）の訪問看護利用者数 ○ （都道府県別）

訪問リハビリテーション利用者数 ◎ 〃

短期入所サービス（ショートステイ）利用者数 ○ （市区町村別）

アウトカム 在宅死亡者数 ○ 〃

◎：必須指標、○：推奨指標 △：左記以外 5

医療計画で記載することが求められる指標（在宅部分の抜粋）
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在宅医療にかかる患者の動向等



在宅医療を受ける患者の動向在宅医療を受ける患者の動向

○ 訪問診療を受ける患者は、大幅に増加。往診の患者は横ばい。
○ 訪問診療を受ける患者の大半は75歳以上の高齢者であるが、小児や成人についても一定程度存在し、その数は増加傾向。

7

在宅患者訪問診療料、往診料の算定件数推移

（レセプト件数/月）

出典：社会医療診療行為別調査（厚生労働省）

（H26）

198,166 
224,903 

272,540 

349,698 
301,562 

449,315 
439,833 

544,012 

645,992 

135,781 133,357 
89,581 108,305 137,701 

0

100,000

200,000

300,000

400,000

500,000

600,000

700,000

2006 2007 2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014

訪問診療

往診

2008
（H20）

2011
（H23）

2014
（H26）

計 272,540 449,315 645,992

0-4歳
0 38 448

(0.0%) (0.0%) (0.1%)

5-19歳
0 1,085 1,046

(0.0%) (0.2%) (0.2%)

20-39歳
2,502 3,499 3,770
(0.9%) (0.8%) (0.6%)

40-64歳
12,443 23,074 19,004
(4.6%) (5.1%) (2.9%)

65-74歳
31,488 35,384 46,713
(11.6%) (7.9%) (7.2%)

75-84歳
93,044 152,390 192,807

(34.1%) (33.9%) (29.8%)

85歳以上
133,063 233,845 382,204

(48.8%) (52.0%) (59.2%)
（H20） （H23）

在宅患者訪問診療の年齢階級別の構成比

（レセプト件／月、％）

訪問診療：患者宅に計画的、定期的に訪問し、診療を行うもの
往診 ：患者の要請に応じ、都度、患者宅を訪問し、診療を行うもの



9.2% 病院（829件）

在宅サービスの実施主体について

○ 訪問診療の実施件数について、実施主体別の構成比をみると、８９％を診療所が、１１％を病院が提供している。

○ 在宅看取りの実施件数について、実施主体別の構成比をみると、９１％を診療所が、９％を病院が提供している。

出典：平成26年度医療施設調査(厚生労働省）

11.5% 病院
（123,557件）

「在宅看取り」の実施主体別の実施件数（構成比）「訪問診療」の実施主体別の実施件数（構成比）

診療所（948,728件）
88.5％

N=8,996件N=1,072,285件

診療所（8,167件）
90.8％
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39%

29%

16%

0% 10% 20% 30% 40% 50%

医療区分１

医療区分２

医療区分３

出典：平成24年度検証部会調査（在宅医療；図表238）

医
療
区
分
３

【疾患・状態】
・スモン ・常時監視、管理を実施

【医療処置】
・２４時間持続点滴 ・中心静脈栄養
・人工呼吸器使用 ・ドレーン法
・胸腹腔洗浄 ・気管切開等（発熱＋）
・感染隔離室 ・酸素療法

医
療
区
分
２

【疾患・状態】
・筋ジストロフィー ・多発性硬化症
・筋萎縮性側索硬化症
・パーキンソン病関連疾患・その他の難病
・脊髄損傷等 ・慢性閉塞性肺疾患
・悪性腫瘍（疼痛コントロール）
・肺炎 ・尿路感染症
・リハビリテーション（30日以内）
・脱水かつ発熱 ・体内出血
・頻回の嘔吐かつ発熱 ・褥瘡
・下肢末端開放創 ・せん妄
・うつ状態 ・暴行

【医療処置】
・透析 ・経腸栄養（発熱等＋）
・喀痰吸引 ・気管切開等
・血糖検査
・創傷（皮膚潰瘍 ・手術創 ・創傷処置）

医療区分
１

医療区分２・３に該当しない者

＜訪問診療対象患者の医療区分＞
n=364

平成２４年度診療報酬改定の結果検証に係る特別調査「在宅医療の実施状
況及び医療と介護の連携状況調査」において調査。
全国の保険医療機関のうち、在宅療養支援診療所（1500施設）・在宅療養
支援病院（500施設）・在宅療養支援診療所等の届出がない保険医療機関
（500施設）を対象として調査、回答施設数22.0％。
この調査において、1施設につき3名を、退院からの期間が新しい人から優
先的に患者調査の対象とした。患者調査の有効回答数（医療機関と患者か
ら患者票の回答があった人数）はn=364。
上記のグラフには、医療区分について無回答だった患者数（16%）が含まれ
ていないため、医療区分１～３の合計が100%に一致しない。

訪問診療の対象患者について
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12,357 
13,543 

11,320 

24,265 

21,120 
22,159 

24,293 

1,688 3,962 2,957 

7,311 

3,659 
5,230 

5,635 

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

30,000

2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014

在宅人工呼吸指導管理料

在宅気管切開患者指導管理料

在宅中心静脈栄養法指導管理料

在宅成分栄養経管栄養法指導管理料

在宅で行われる医療処置の動向在宅で行われる医療処置の動向

○ 人工呼吸器や中心静脈栄養など特別な処置が必要な在宅医療患者は、徐々に増加。
○ 年齢階級別でみると、特に小児について、在宅人工呼吸、経管栄養など特別な処置が必要な患者の占める割合が高い。

10

在宅医療患者に対する医療処置の状況

（件）

出典：社会医療診療行為別調査（厚生労働省）

（H26）（H20） （H23）

5.2%

1.0%

1.4% 0.3% 0.4%
0.0%

1.0%

2.0%

3.0%

4.0%

5.0%

6.0%

7.0%

0-19歳 20-39歳 40-65歳 65歳以上

在宅成分栄養経管栄養法指導管理料

在宅小児経管栄養法指導管理料

5.1%

2.1%

0.8% 0.9%

0.0%

1.0%

2.0%

3.0%

4.0%

5.0%

6.0%

0-19歳 20-39歳 40-65歳 65歳以上

在宅人工呼吸器指導管理料

在宅患者に対する医療処置の状況（年齢階級別）

出典：平成25年社会医療診療行為別調査（厚生労働省）



○ 医療保険、介護保険ともに、訪問看護の利用者数は増加している。
○ 医療保険の訪問看護利用者数は、どの年齢層も増加している。
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48.9 47.9 
58.8 

70.9 
82.4 

98.9 
124.1 

170.8 
188

226.4

241.4

253

252.7

250.2

246.7

254.4

258

273.5

286.5

302.2
330.9

355.8 385.3

0

50

100

150

200

250

300

350

400
（千人）

医療保険 介護保険

0

20

40

60

80

100

120

140

160

180
（千人）

90歳以上

80～89歳

70～79歳

60～69歳

50～59歳

40～49歳

30～39歳

20～29歳

10～19歳

0～9歳

■訪問看護利用者数の推移 ■医療保険の年齢階級別利用者数の推移

出典：介護保険：介護給付費実態調査（各年5月審査分）、医療保険：保険局医療課調べ（平成13年のみ8月、他は6月審査分より推計）（平成27年は暫定値）

注）介護保険の利用者数には、病院・診療所からの利用者数も含まれる。

訪問看護ステーションの利用者について訪問看護ステーションの利用者について



死亡場所の推移死亡場所の推移

○ 国民の多くは、「最期を迎えたい場所」について、「自宅」を希望している。
○ 場所別の死亡者数をみると、多くの方は「病院」で亡くなっている
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その他 自宅 老人ホーム 介護老人保健施設 診療所 病院

死亡の場所の推移

出典：平成26年人口動態調査

自宅での死亡の割合
1951年82.5％ → 2014年12.8％

病院での死亡の割合
1951年9.1％→ 2014年75.2％

出典：24年度 高齢者の健康に関する意識調査（内閣府）

最期を迎えたい場所

55%

1%

4%
5%

28%

1%
7%

自宅

こども、親族の家

高齢者向けのケア付き住宅

特別養護老人ホームなどの福祉施設

病院など医療機関

その他

わからない

自宅病院等



「自宅で療養できない」と回答した者について
自宅療養を可能にする条件（複数回答） （％）

平成26 年受療行動調査

55%
24%

4% 14% 3%
自宅で療養できる

自宅で療養できない

療養の必要がない

わからない

無回答

40.6
35.4

27.9
25.5

24.6
24.1

23.6
21.4

19.8
12.2

5.8

0 5 10 15 20 25 30 35 40 45

入浴や食事などの介護が受けられるサービス

家族の協力

療養に必要な用具（車いす、ベッドなど）

療養のための指導（服薬・リハビリ指導など）

医師、看護師などの定期的な訪問

緊急時の病院や診療所への連絡体制

その他

通院手段の確保

療養のための改築（手すりの設置など）

どの条件が整えばいいのかわからない

無回答

退院の許可が出た場合の入院患者の
自宅療養の見通し（入院患者に対する質問、n=53,298）
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退院の許可が出た場合の入院患者の自宅療養の見通し退院の許可が出た場合の入院患者の自宅療養の見通し

○ 退院の許可が出た場合の入院患者の自宅療養の見通しについて、「自宅で療養できない」と回答した入院患者は２４％。
○ 自宅療養を可能にする条件について、「介護サービス」「家族の協力」を挙げた患者が多い。



14.9

29.7

51.1

自宅で療養できる

自宅で療養できない

療養の必要がない

わからない

無回答

このまま病院で入院したいと回答し
た者のうち、

５１．１％ は、

自宅で療養できると回答

完治するまでこの病院に入院していたい
より高度な医療を受けられる病院に転院したい
他の病院や診療所に転院したい
介護を受けられる施設などで治療・療養したい
自宅で医師や看護師などの定期的な訪問をうけて治療・療養したい
自宅から病院や診療所に通院しながら治療・療養したい
その他
無回答

自宅で訪問診
療を受けて
療養したい

３．４％

このまま同じ

病院に入院し
たい

５１．２％

入院中の患者の意向入院中の患者の意向

自宅療養の見通し

○ 入院中の患者の５１．２％が、今後の治療・療養の希望について「完治するまでこの病院に入院していたい」と回答。
○ この「完治するまでこの病院に入院していたい」と回答した５１．２％のうち、大半は退院の許可が出た場合に「自宅で療養できる」と
回答。

出典：平成26年度受療行動調査（厚生労働省）

自宅で療養できない

２９．７％

入院中の患者における今後の治療・療養の希望

14
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在宅医療にかかる医療資源の現状



○ 退院調整支援担当者を配置する病院の数は増加傾向であり、全病院の約４０％が配置済み。
○ 一病院あたりの担当者の数も増加。

16

退院調整支援担当者を配置する病院

退院支援担当者を配置する病院の推移

在宅医療の提供体制 ～①退院支援～在宅医療の提供体制 ～①退院支援～

（人）

（施設数）

出典：医療施設調査（厚生労働省）

(H26)(H20) (H20)

2,450 

3,168 
3,592 

0
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27.9%

36.8%
42.3%

25.0%

35.0%

45.0%

1.8人

2.3人

2.8 人

1.0

1.2

1.4

1.6

1.8

2.0

2.2

2.4

2.6

2.8

3.0

2008 2011 2014

一施設あたりの退院調整支援担当者の数

(H26)

（構成比）

病院全体に占める割合

退院調整支援担当者を配置する病院数



31.6%
29.4%

28.0%

31.7%

25.0%

30.0%

35.0%

2,849 
2,582 

2,407 
2,692 

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

3,500

4,000

2005 2008 2011 2014

16,920 

19,501 19,950 20,597 

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

2005 2008 2011 2014

○ 日常的な訪問診療に対応する医療機関の数は増加傾向で、診療所では全体の約２０％、病院では全体の約３０％に至る。
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（施設数） 18.9%

21.4% 22.1% 22.4%

18.0%

20.0%

22.0%

24.0%

訪問診療を行う医療機関数の推移

在宅医療の提供体制 ～②日常の療養支援～在宅医療の提供体制 ～②日常の療養支援～

診療所 病院

(H26) (H26)(H23)(H23) (H20)(H20) (H17)(H17)

診療所全体（※）に占める割合

（施設数）

（構成比） （構成比）

訪問診療を行う診療所の数

訪問診療を行う病院の数

病院全体に占める割合

出典：医療施設調査（厚生労働省）

訪問診療：患者宅に計画的、定期的に訪問し、診療を行うもの
往診 ：患者の要請に応じ、都度、患者宅を訪問し、診療を行うもの

（※）保険診療を行ってないものを除く



○ 24時間対応体制の在宅医療を提供する医療機関（在宅療養支援診療所、在宅療養支援病院）の数は増加している。
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在宅療養支援病院

24時間対応体制で在宅医療を提供する医療機関数の推移

在宅医療の提供体制 ～③急変時の対応～在宅医療の提供体制 ～③急変時の対応～

在宅療養支援診療所

緊急時の連絡体制及び24時間往診できる体制等を確保している在宅医療を行う医療機関について、平成18年度より診療報酬上の評価を創設。
（平成18年度に在宅療養支援診療所の評価、平成20年度に在宅療養支援病院の評価を創設）

【主な要件】 ・24時間患者からの連絡を受ける体制の確保 ・24時間の往診が可能な体制の確保 ・24時間の訪問看護が可能な体制の確保
・緊急時に在宅療養患者が入院できる病床の確保 等
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出典：厚生局届出状況に基づき作成

(H26) (H26)(H18) (H20)(H24)
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○ 在宅での看取りを行っている医療機関の数は年々増加しているが、病院、診療所ともに全体の約５％に留まっている。
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（施設数）
3.4% 3.6% 4.7%

0.0%

5.0%

10.0%

在宅での看取りを行う医療機関数の推移

在宅医療の提供体制 ～④看取り～在宅医療の提供体制 ～④看取り～

診療所 病院

(H26) (H26)(H23)(H23) (H20)(H20)

診療所全体（※）に占める割合

（施設数）

（構成比）
（構成比）

在宅看取りを行う診療所の数

在宅看取りを行う病院の数

病院全体に占める割合

出典：医療施設調査（厚生労働省）

（※）保険診療を行っていないものを除く



出典：介護給付費実態調査 （各年4月審査分）

＜訪問看護事業所数の年次推移＞

○ 訪問看護ステーション数は7,739か所（平成27年4月介護保険審査分）と増加傾向にあり、病院・診療所からの訪問看護を含めた全体の
訪問看護提供機関は近年の増加が著しい。

（ヶ所）
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